
　後期高齢者医療制度とは、75歳以上および一定の障害がある65歳以上の全国民が加入する医療保険制度です。
　都道府県ごとに全市区町村が加入する「後期高齢者医療広域連合」が運営しており、保険料の決定、医
療費の給付などを行っていますが、保険料の徴収などは市区町村が行います。
　後期高齢者医療制度の財源は、後期高齢者が負担する保険料が約１割、現役世代からの支援金（国保や
健保など若年者の保険料）が約４割、公費が約５割（内訳は国：都道府県：市区町村＝４：１：１）で成
り立っています。
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後期高齢者医療制度の医療費の財源内訳（総額21.2兆円） ※令和8年度予算案ベース

●75歳以上人口の増加

※上記のほか、保険料軽減措置や高額療養費の支援等の公費0.7兆円。

●現役世代からの支援金の増加

約220万人
増加

約0.9兆円
増加

高齢者医療を支えるお金の仕組み Q&A

健康保険組合は、高齢者の医療費を支えるための納付
金を国に拠出する義務があり、その額は全国の健康保
険組合の支出のうち約4割を占めています。高齢化が
進むと納付金の額も増大します。

■高齢者納付金の種類
【後期高齢者支援金】
75歳以上の医療のための納付金
【前期高齢者納付金】
65～74歳の医療のための納付金

■特定健康診査と特定保健指導
【特定健康診査】
40歳以上の加入者が対象。メタボの
早期発見・早期改善を目的とする。
【特定保健指導】
特定健康診査の結果、メタボのリス
クがある人に行われる。保健師など
による生活習慣改善のサポート。

健康保険組合は、事業主と被保険者の皆さまからいただく保険料で運営されています。現在、1人当たりの
平均年間保険料約54万円のうち、約23万円が「後期高齢者支援金」や「前期高齢者納付金」として拠出され
ています※。
これらの拠出金が増え続けると、健康保険組合の財政が圧迫され、将来的には現役世代の皆さまの保険料
を引き上げざるを得ない状況になる可能性があります。

※健康保険組合連合会「令和6年度 健康保険組合 決算見込」

後期高齢者支援金は、特定健康診査(特定健診)と特定
保健指導の実施率などに応じて、健康保険組合は最大
10%の減算(減額)が行われます。
当組合では、加入者の皆さまの健診受診率向上に取り
組んでおり、適正な支援金負担につなげるためにも、
40歳以上の方は特定健診の受診を、また対象となっ
た方は特定保健指導への参加にご協力をお願いして
おります。特定健診・特定保健指導は、生活習慣病の予
防や健康維持にもつながる大切な機会です。

納付金や支援金が増えると、どのような影響があるのでしょうか？

拠出が
義務付けられ
ています！

積極的な
受診を！

少子高齢化で現役世代の負担が重くなっていると聞きました。どういうことでしょうか？

支援金を適正化するために私たちにできることは？

後期高齢者医療制度とは後期高齢者医療制度とは
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